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経済学研究第31巻第l号 85 (85) 

不確実性下における競争企業への課税効果骨

内田和男

I はじめに

不確実な需要に直面する企業の最適化行動に関する最近の諸研究は，標準

的な企業理論の分析結果を多方面において修正しなければならないことを示

している。本研究の主目的は，この流れの一環として，競争企業への課税が

不確実性下において最適産出量にいかに影響をおよぼすかについての分析を

おこなうことにある。加えてその副次目的は，拙稿 [10Jにおいて展開され

たリスク・プレミアム・アプローチが不確実性の分析用具として有益である

ことを本稿の分析全体を通して再説することにある。

不確実性下における競争企業への課税効果をこれまで取扱った論文として

は， Penner [7]， Sandmo [9]， 許 [5J等がある。しかしこれらはすべ

て，その分析基盤を期待効用仮説に置き，その主たる分析対象が比例利潤税

のケースに限定されていた。本稿では，その分析対象を定額税，従価税，従

量税のケースにも拡張し，さらに，先物市場が存在する場合の課税効果につ

いても議論を展開する。そしてその分析用具としては，期待効用最大化ルー

ルに代替しうるものとして拙稿[10Jで提示されたリスク・プレミアム・ア

プローチを使用する。つまり本稿でわれわれは， リスク・プレミアム・アプ

ローチに依拠しながら，不確実性下における競争企業への課税効果について

総体的な展望を試みるのである。

不確実性の存在しない標準的な競争企業モデ、/レにおいて，利潤税および定

額税は企業の最適産出量に全く影響を与えない。本稿では，競争企業が不確

実な需要に直面する場合，この結論が一般に成立しなくなることを示す。課

税に対する企業の反応は，不確実性下において，生産の費用構造と不確実性
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の危険費用を回避しようとする企業家の態度に依存することが示される。こ

のことは，新税の賦課や既存税率の変化によって政府が期待しうる税収額や

その増減に関しても，これらの要因，特に企業家の危険回避態度に依存する

ことを意味する。

不確実性下の企業行動に関するこれまでの分析は，その目的関数のタイプ

によって 2つのグループに類別することができる。一つは，期待利潤を最大

化するものであり，他は，利潤から得られる期待効用を最大化するものであ

る。前者は一般に分析操作が容易であるという利点をもっ一方，企業家の危

険回避の態度が無視されてしまうという欠点をもっ。後者は企業の危険回避

態度を明示的に分析しうるが，その操作は一般に複雑化する。本稿で示され

るリスク・プレミアム・アプローチは，この両者の欠陥を相互に補い，比較

的簡単な分析操作によって企業の危険回避態度を陽表的に分析することがで

きる。加えてそれは，不確実性の存在しない伝統的企業理論との比較対照を

容易にする。このような理論分析上の利点、は，次の点に依拠していると考え

られる。第ーに，このアプローチの論理的基点が期待効用仮説にあること，

そして第二に，それが期待効用アプローチでの効用関数に課せられた条件を

リスク・プレミアムに関する条件に置き換えている点である。本稿でわれわ

れは，間接的にではあるが，このアプ P ーチの理論分析上の利点が実証分析

上の有益性をも含蓄していることを示すであろう。

以下，第 II節でこのリスク・プレミアム・アプローチが再説される。次

にこれを利用して，不確実な需要に直面する競争企業への課税が最適産出量

に与える効果についての分析を第 III節で展開する。最後に第 IV節では，

企業が産出する生産物に対して先物市場が存在する場合の課税効果について

分析が試みられる。

II リスク・プレミアム・アプローチ

伝統的な企業理論における完全競争条件は，個別企業に対する需要の弾力

性が無限大であり，生産物の市場価格を与えられたものとして企業が行動す
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ることにある。この場合，需要の不確実性は価格の不確実性を意味すること

になる。価格が不確実な場合に，競争企業がその生産物の生産に関して操業

をおこなうものとすれば，その結果えられる利潤は不確実な値となる。この

ような不確実な結果をもたらす行為に対して，意思決定者である企業家はい

かなる経済価値をみし、だすであろうか。この間に答えるには， リスク・プレ

ミアム (riskpremium) とLづ概念が重要な役割を果す。今の場合，このリ

スク・プレミアムは， 不確実な下で、操業する、と L、う行為を避け， その

「期待利潤」に当る額だけを確実に手に入れるために支払ってもよいと企業

家が考えている最大費用として定義される。換言すれば， リスク・プレミア

ム m とは，不確実な価格の下で操業して不確実な利潤 πを得る行為と，確

実に E(π)-mに当るだけの額を手に入れる行為とが企業家にとって無差別と

なるような m の値である。ここで E(π)は利潤の期待値である。したがっ

て，企業家が操業することの価値をわれわれは E(π)-mとみなすことができ

る。そしてこの値が固定費用の額よりも大きい場合には，企業家は生産活動

をおこなうであろうし，小さい場合には操業を中止するであろう。われわれ

が以下で採用する企業の行動原理は，この値 E(rr)-mを最大化するというも

のである。

さて， 不確実な利潤をもたらす生産活動に対するリスク・プレミアム m

は， Pratt [8Jによれば次のように近似される。

m =IRS2(7r) (1) 

ここで S2(π)は利潤 πの分散値であり ，Rは Arrow-Prattの絶対的危険回

避度の指標である。企業家が危険回避的であるならば，Rは正であり，危険

に中立的であるならば R=Oである。以下では特別な言及がない限り， わ

れわれの分析対象を危険回避的企業 (R>O)におくことにする。

上述したように，われわれがここで採用する企業家の行動原理は，彼が次

の目的関数を最大にするように産出量 Y を決定するというものである。

V=E(π)-m 
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=E(π)一tRS2(π) (2) 

この式は二次の効用関数を想定した場合の期待効用の型に酷似している。し

かし両者の意味内容は全く異なる。二次の効用関数から導出した場合， (2) 

式下段右辺第二項の係数 R は， その効用関数のコンスタントな係数に相当

する。他方，われわれの場合における R は， 不確実な需要の下で操業する

か否かの意思決定を行なう初期時点での，不確実な行動それ自体に対ーする企

業家の exanteな危険回避態度を指し示す。したがってその値は当然，ラン

夕、ムな変数の確率分布に依存しており，常にコンスタントな値ではなし、。わ

れわれは確率分布をその平均値と標準偏差値とによって代表させるならば，

これらの関係は次のように示される。

R=R[E(π)， S(π)] 

=R[E(Y， s)， S(Y， s)] 

ここで Y は企業の制御変数である産出量を示す。 Fは企業にとって制御不

可能な確率分布のパラメーター・ベクトルで、ある。 危険回避度のある値 R，

が他の値九よりも大きいということは Y の値がとりうる全領域に対し

て，

R，=R[E(Y， sよ S(Y，s，)] > R[E(Y， s2)， S(Y， (2)] =R2 

が成立していることを意味する。危険回避度指標が不確実な行為それ自体に

対する総体的な exanteの評価値であるということが Rの性質を上記のよ

うに規定する。したがって R のこの内容は，

R，=R[E(Y" s)， S(Y" s)]>R[E(Y2， s)， ，S(Y針。)]=R2

とし、う関係式の成立を意味しない。すなわち，Rの値は確率分布のパラメー

ター・ベクトル。が変化するときにおいてのみ変化しうるのである。不確

実性の存在しない伝統的な完全競争企業の理論において，企業家は価格を与

えられたものとして行動する。他方，不確実性下における競争企業は，価格

の確率分布を与えられたものとして行動する。この所与の確率分布に対して

危険回避の度合を示す R の値が定まり，その下で (2)式を最大化する最適
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E支出量が選択される。

さで，確本分布が企業家にとって望ましくなるとき仁すなわち，確率分布

のパラメ…ター・ベクト/レが 8から sIに変化することによって，

E(Y， (31) > E(Y， s) andfor S(Y， sI)くS(Y，s) 
紛
争
dL

」るす立成が

り

る企業家の窓験回選の態度が窮ま

R(Y， s')く R(Y，s) 

が成立したと想定しよう o われわれはこのようなケースを1意義主題避度 Rが

確本分布に関して減少的であると名づける。なお，このケースを以下の分析

にとって便利なように表記すれば次のようになるであろう O

iJRaE 
、く。

亙E8B 

and 

8E 
for -:;;-;‘>0 

iJs 

aR as .~ 
iJs刊 V

還に，確率分布が企業家にとって望ましくなるとき，不確実な生産活動に対

する企業家の危険回避の惑裁が強まるならば，すなわち，

iJRδE 
-… :;;>0 
aE iJs 

and 

ハリ〉
S

S筆

、。…
2
v

p
A
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コ
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ならば，愈険回避震 Rが確率分布に朝して増加的であると名づける。 そL

aRdE ハ

aEa戸=υ

and 

aRas ^ 
お as リ

f BEh 
or 百戸>0

であるならば，Rが確率分布に関して不変的であると名づける。二次の効用

δs 
for コ主流<0

0/:1 
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関数に議づく期待効用仮設は， われわれの R が篠主存分布に関して不変的な

ケ…スに相当することがわかる。

III 最適誼出量と課税語巣

ヌド節では，麓争食業が歳出ずる生産物の鑑格が不確実な場合に，課税がそ

の最適産出量にいかなる塁手響詩ど及ぼずかについての分祈念試みる。分析用具

としては前節でみたザスク・プレミアム・アブ口ーチを痩舟する。以下，比

例利諸税，定額税，究J二税のI1阪で説明してゆく。

a. 比 例j利灘説

今，価格を P，~量出震を Y， 税率をえそして費用関数を C(Y) でそれ

ぞれ示すものとすれば，関j湾 πは次のように書ける。

rr=(l-t)[PY -C(Y)J 

ここで価格 P は不確実であるが， 費用欝数に関しては不在獲突な要素ーは存在

しないものとする。もちろんこの場合，側格の不篠笑伎を反映して利溝それ

自体も不織突である。このとき仁 利縄文の期待鐙および分散簡はそれぞれ

次のように示される。

E(宮)=(l-t)[PY…C(Y)J 

S2(rr) = (1-t)2q2P 

ここで Pは価格 P の嬬待綴であり，ポはその分散f壊であるO

議第でみたように企業家は，

V日 E(詑}…jRP{π)

=(日)[PY…C(Y)3-h(1-wys(3)

を最大にするように産出重量 Y会決定する。この式は期待操業科潤から〈主

観的)危険費用を差引いたものを示している O 議適条件は次の還りである。

dV .._ .. 
(l-t)[P -C'(Y) -R(l-t)q2Y]出。 (4)

d2V = (1 ~ t)[ -C"(Y) -R(lーの0-2J<0 (5) 
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命一次条例ニ(号式は， I設界費用が逓L詩的であるという通常想定される条件の下

で，企業家が危験制避的あるいは危換に中立的であるならば成立する。しか

したとえ限界費用が藤滅的であっても，企業家の愈験回避度が十分大きけれ

ばこの条件は成立する。

きて，最適条件 (4)式と危険密議度 R の性質からわれわれは次式を得る

ことによって.利i関税の導入およびその税率の変化が企業の最適度出量に与

える効果会分析することができる。

δY ~~ OT7  oR dE，. .， OTT  dR oS 
1?72-ER42Y-EEEE(1ーか2Y-~:S Vot(lーかaYJ!D

oR r< OTT.  dR = -[Ra2YωトきfJ:Ea2Y十言ssdY3/D

-Rq2Y(1-rlll十rs)/D (6) 

{ aR /R¥ 
ここで rEは愈験問濃度 R の期待利務弾力性{一躍'1j;}会f示し rsはそ

の標準鋪差弾力性(認I~) 訴す。右辺分母の D (5)式[ ] 

の{畿であり，負と笹定されている。したがって，和i関税率増加に伴う最適産

出量の変化の方舟を示す aY/dtの符号は， 一般に， (6)式右辺の分子の項

R0'2Y(1-rJi1+ rs} の符与?に一致する。 この一般的結論を{関知的にみてみよ

う。はじめに， 企業が危険に中立的 (Rコおめである場合， (6)式右辺はゼ口

となり，利j関税喜界の変化が企業の最遺産出議に全く影響を与えないことがわ

かる。この結論は不確実性が存在しない様準的企業理論のそれと間じであ

るG ここで， しない標準的企業理論における aY/況の{臨む

(6)式を(12=0 で評織したものにほかならなし、。次に， 企業が危険部避的

(R>O)である場合には，企業の危険開港の態度が tの変化によって生じる

磁率分布の変化にいかに長JZ;するかに従って次の 3つのケースに区分され

る。

(イ) Rが確本分布に関して減少的であるケース

等諮問い何 十rs聞
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(ロ) R が確率分布に関して不変的であるケース

θY 
ス 了>0
or 

、(ハ) Rが確率分布に関して増加的であるケース

aY 
百7量0<::今(1+白- Y's)三菱O

ここで自=-YEそして吋 =-Ysである。通常よく仮定されるように危険

回避度が確率分布に関して減少的であると想定するならば，それが期待利潤

に関して非弾力的 (YE<1)である場合，tの増加は最適産出量を増大させ

る。同様に，Rが不変的な危険回避企業の最適産出量も tの増加に伴って

増大する。なお， 利潤税導入の効果については， (6)式を t=oで評価した

値によって示されるので，これまでみてきた税率増加の効果と同ーの結論が

導かれるO

b. 定額税

定額税 Tを課せられた競争企業の利潤 πは次のようである。

π=PY-C(Y)ーT

そしてこの利潤の期待値と分散値は次のように示される。

E(π) =PY -C(Y) -T 

S2(π) =a2Y2 

企業家が最適産出量を決定するために目的関数

V=.PY-C(Y)一T一tRd

を最大にするとき，その最適条件は次のようになる。

dVjdY =P-C'(Y) -Ra2Y =0 

d2VjdP=-C吋Y)-Ra2<0

われわれはこの最適条件式から次の関係式を得る。

aRaE 
aYjoT=面E五Ta2YfD

aR 
= -'aEa2YjD 

(7) 

(8) 

(9) 

(10) 
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ここで Dは二次の最適条件 (9)式の値であり，負と仮定されている。した

がって，定額税の導入・増加に伴う最適産出量の変化の方向を示す θy/oT

の符号は，oRjoEの符号に一致する。つまり， 企業が危険回避的であるか，

危険中立的であるか，危険愛好的であるかに関係なし確率分布に関して R

が減少的であるならば，Tの導入・増加は最適産出量を減少せしめ，Rが不

変的であるならば，Tの変化は産出量に影響を与えず，そして R が確率分

布に関して増加的であるならば Tの導入・増加は産出量を増大せしめる。

不確実性の存在しない標準的企業理論では，定額税は企業の最適産出量に全

く影響を与えなし、。このことは今の場合， (10)式を σ2=0で評価することに

よって導出されうる。したがって，単に企業が危険に中立的であるという条

件だけでは，不確実性下における定額税の効果が標準的企業理論のそれに一

致しないことがわかる。

C. 従価税

従価税を課せられた企業の利潤，その期待値および分散値は次のように示

される。

π= (1-t)PY -C(Y) 

E(π) = (l-t)PY -C(Y) 

S2(π)=(l-t)匂2y2

企業家は目的関数

V=(lー伊Y一C(Y)-H(1一t)2d2'y2 (11) 

を最大にするように産出量 Yを決定するO その最適条件は次のようである。

dVjdY = (l-t)P-C'(Y) -R(1-t)2d2Y =0 (12) 

d2VjdY2= -cぺY)-R(l-t)2d2く o U~ 

今までと同様にわれわれは次のような関係式を最適条件 (12)式から得る。

。Y ー /oRoE ， oR oS¥ 
百=ー[-P十 2R(1一似Yー l~È百十指百)(1一的2Y]jD

/ oR TT  aR ~\ 
=一[-C'(Y)j(l-t)+R(l一似Y+ ~åHH+'~$S)(l一似YJjD
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=一{-C'(Y)+R(1-t)2a2Y(1一九十九)}j(l-t)D (14) 

I aR /肌一 一
ここで rhは Rの期待売上弾力性(一面ゾ却を市す。 H は (l-t)PYで

/aRソR¥
あるo rs は利潤の標準偏差に関する R の弾力性(百~/~)を示す。 D は二

次の最適条件 (13)式の値であり負と仮定されている。 したがって危険に中

立的な企業に対しては，

oY _ C'(Y) ./ハ

at一(l-t)D¥ V

が成立し，従価税率の導入・増加は企業の最適産出量を減少せしめる。不確

実性の存在しない標準的な企業理論の従価税効果は， (14)式をa2=0で評価

した aYjotの値で示されるが， その値は上記の R=Oで評価した中立的企

業の aYjotの値と全く同一であることをわれわれは知る。他方， 危険回避

的企業 (R>O)に対しては次のような 3つの関係が成立するO

(イ) Rが確率分布に関して減少的である場合

òY_~ C'(Y) 
一三塁0∞1一九+r量ot=Vv--.--.L 'h' 's=R(1-t)2σ2Y 

(ロ ) Rが確率分布に関して不変的である場合

oY :=f\ ~1:= C'(Y) 
量0∞1三塁at '-< V ~.L '-<R(l-t)2σ2Y 

(ハ) R が確率分布に関して増加的である場合

oY :=f\ ~~1 ，__， __':= C'(Y) 
曇0∞l+rh-r~喜一 -ot '-< V ，--Y.L ， 'h ， s '-< R (1ーの2σ2Y

ここで凡=一九そしてれ=一九である。各関係式の右側の不等式右辺の値

は，操業に伴う限界生産費用 C'(Y)と不確実性に伴う限界危険費用(限界

リスク・プレミアム)R(l-t)2a2Y との比率を示している。 rh=rsの場合，

確率分布に関する R の変化に関係なく， 限界生産費用が限界危険費用より

も大きければ，従価税の導入・増加は危険回避的企業の最適産出量を減少せ

しめる。

d_ 従量税
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従量税が課せられた企業の目的関数は次のように示される。

V=断 )-JRP(π)

=PY一C(Y)-tYーがσ2y2

したがってその最適条件は次のようである。

dV 'n 

aY=P-C'(Y) -t-Ra2y =0 

d2V aY2 = -C" (Y) -Ra2く O

今までと同様にして，最適条件 (16)式から次の関係式を得る。

oR 
1-~;;a2p 

oY θE 
dt - D 

(15) 

(16) 

(17) 

(18) 

ここで D は二次の最適条件 (17)式の値であり， 負と仮定されている。 し

たがって，従量税の増加に伴う産出量の変化の方向に示す oYlatの符号は，

(18)式分子の逆符号となる。それ故，確率分布に関して減少的あるいは不変

的な危険回避度をもっ企業に対して，従量税の導入・増加は産出量の減少を

ひきおこす。さて，不確実性が存在しない場合の dY/dtの値は (18)式を a2

=0で評価したものに等しいので，従量税の導入・増加は必ず産出量を減少

させる。この標準的な結論と一致するか否かは，企業が危険に対して中立的

であるか杏かとL、う条件とは無関係であることは (18)式から自明である。

IV 先物市場の存在と課税効果

本節においてわれわれは，企業が産出する同ーの生産物に対して 2つの競

争市場が存在すると仮定しよう。一つは，先物(長期契約)市場であり，他

は， 短期(スポット)市場である。生産の意思決定がなされる時点におい

て，先物市場の価格は所与であり，将来スポット市場の価格は不確実である

としよう。このような区別が可能となるのは産出ラグの存在に基づく。この

状況において企業家が決定すべき事項は，産出量の総額と両市場へのその供
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給配分である。これらに対する課税効果について以下順次みてゆこう。な

お，本節では危険回避的 (R>O)企業のみをその分析対象とする。

a. 比例利潤税

今，先物市場価格(長期契約価格)を Po，将来スポット価格を P，産出

量を Y，先物市場への供給量を X，税率を t， そして費用関数を C(Y).で

それぞれ示すものとすれば，利潤 πは次のように書ける。

π= (1-t)[P(Y -X) + PoX -C(Y)J 

ここでスポット価格 Pは不確実であるが，先物市場価格 P。および費用関

数 C(Y)は確実に知られているものとする。このとき， 利潤 πの期待値お

よび分散値はそれぞれ次のように示される。

E(π) =，(l-t)[P(Y -X) +PoX-C(Y)] 

S2(π) = (1-t)2a2(Y -X)2 

ここで Pはスポット価格 P の期待値であり，ポはその分散値である。第

II節でみたように，本稿における企業家の行動原理は，彼が次の目的関数を

最大にするというものである。

1 V = (l-t)[P(Y -X) +PoX-C(Y)] --;;-R(l-t)匂2(Y-X)3 (19) 
2 

これの一次の最適条件は次のようである。

aV '，_ "'_'" 
ay=(l-t)[P-C'(Y) -R(1-t)a2(Y -X)J=O (20) 

aV ，_ '" 
ax=(l-t)[ -P+Po+R(l-t)σ2(Y -X)J=O (21) 

そして二次条件は次のようである。

θ2V 
aY2=(1-t)[ーC吋Y)-R(l-t)σ2Jく O

25=(1一t)[-R(lー川<0

最適条件 (20)式と (21)式とによりわれわれは次式を得る。

G'(Y)=P。

(22) 

(23) 

(24) 

これは Fed巴r= J ust = Schmitz[ 4J によって示された式と同一である。先物
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市場が存在するとき，総産出量の決定はス電ポット価格および企業家の危険回

避度から影響をうけなし、。これは産出量の水準決定の問題と J両市場への供給

配分の問題との分離を司能にする。限界生産費用逓増の下で Y は先物市場

価格 Poの増加関数となる。さらに， (24)式は利潤税率 tからも独立であ

る。したがって利潤税は最適総産出量に全く影響を与えない。先:物市場の存

在は産出量に対する利潤税の効果を不確実性の存在しない標準的な企業理論

のそれに一致せしめる。

容易にわかることであるが，スポット市場への最適供給配分ば次式のよう

に示される。

P~Po 
Y-X=一一-4Lj (25) 

R(l ~t)" 

ここでわれわれは Y孟X と仮定すでるφ この仮定は企業に対して次のような

投機的活動の禁止を意味する。すなわち，将来スポット市場での購入計画の

下，Yを超える供給契約を先物市場でおこなうというものである。換言すれ

ば，Y孟X の仮定は Y-Xく Oを否定するので， スポット市場における企

業の購入計画の可能性を排除する。以上のことが成立するための必要十分条

件はηP孟Poである。

さて，スポット市場への最適配分が利潤税率の変化によってどのような影

響をうけるかを分析してみよう。 (25)式を tで偏微分すると次式を得る。

n .~， ( ~O. dR oE，.. .， 0'. dRoS ，C 0) 
一(P一 角W-Ra2+ ι (l-t)〆+ 一 (l-t)σ2}d(Y-X)_ " A u'l 'W  'oE ot'A v ，~ ， dS ot'A V，V) 

ot 一 [R(l-t)σつ2

n ~ ，r ~ 0 oR ~ 0 oR ~ J 
一(P-P，，) t -R，，2十ぉE，，2+ aSS，，2 J 

一一一 一 [R(Iヨ;司2

(P"':Po)R，，2[1-r1!l+ rs:J、
[R(lーのσ2J2

(26) 

oR / R _ _ _ aR / R 
1一-~~;;./~;そして r 一 / である。危険回避的企業に対するdE/ E -L v'- 's-dS/ S 

o(Y -X)/ot の符号は[l-rH+rsJ の符号に一致する。これを確率分布に関

する Rの性質によって区分すると次のようになるO
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(イ ) Rが確率分布に関して減少的であるケース

。(Y-X)
ot 量0∞1-rs+rs蚕0

(ロ) Rが確率分布に関して不変的であるケース

δ(Y-X)¥n  

at 

(ハ) Rが確率分布に関して増加的であるケース

a(Y-X) 
一一一一言0∞1十位-rs蚕Oat 

ここで白=-rsそして付=-rsである。通常よく仮定されるような(イ)

のケースにおいて，Rが期待利潤に関して非弾力的 (rsく 1)であるならば，

tの導入・増加はスポット市場への供給配分を増加させる。 rs=rsのとき

は， すべてのケースにおいて a(Y-X)/at>Oが成立する。総産出量 Y は

利潤税によって影響をうけないので. tが先物市場への供給配分 X に及ぼ

す効果は，その方向においてスポット市場へのそれと逆に変化し，数量にお

いて両者は等しし、。これを形式的に記せば，aX/ot= -o(Y -X)/otである。

b. 定額税

先物市場が存在する場合に， 定額税 Tを課せられた競争企業の利潤は次

のように示される

π=P(Y -X) + PoX -C(Y) -T 

そしてこの利潤の期待値と分散値はそれぞれ次のようになる。

E(π)=P(Y -X)+PoX-C(Y)-T 

S2(π)=ポ(Y-X)2

企業は目的関数

1 V=P(Y-X)十PoX-C(Y)ーT-ERd(Y-X)2(27)

を最大化する。これの一次の最適条件は次の通りである。

。V r; 

ay=P-C(Y)-Ra2(Y-X)=0 (28) 

aV r; 
~.x= -P+Po+Ra2(Y -X) =0 (29) 
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利潤税のケースにおいて導出された (24)式がこの場合にも成立すること

が (28)式と (29)式とから容易に理解できる。したがって先物市場が存在す

る場合，利潤税に加え定額税も最適産出量 Y に影響を与えない。

スポット市場への最適供給配分は次のようである。

Y -X=(P-Po)fRa2 

これを Tに関して偏徴分すると次式を得る。

d(Y-X)_ fD D ，dRdE ar-一(P-Po)'aE aya2f(Ra2)2 

'n ~， ðR 
=(P-Po)BEdl(Rd)2 

(30) 

(31) 

定額税の導入・増加がスポット供給配分に及ぼす影響は oR/dEの符号に依

存する。上でみたように，最適総産出量は定額税によって全く影響をうけな

いので， (31)式は T の変化による一方の市場から他市場への供給量のシフ

トの仕方を示す。危険回避度 Rが確率分布に関して減少的であるならば，

Tの増加は供給量の配分をスポット市場から先物市場ヘシフトさせるoRが

不変的であるならば，定額税は両市場への配分に影響を与えない。 Rが確率

分布に関して増加的であるならば，Tの増加は供給量の配分を先物市場から

スポット市場ヘシフトさせるO

C. 従価税

従価税を課せられた企業の利潤，その期待値，および分散値は以下の通り

である。

π=(l-t)[P(Y -X)+PoX]-C(Y) 

E(π)=(l-t)[P(Y -X)十PoX]-C(Y)

S2(π) = (1-t)2σ2(Y -X)2 

企業が最大化を目ざす目的関数は

1 
V =(l-t)[P(Y -X)+PoX]-C(Y)-2 R(1-t)2σ2(Y _ X)2 (32) 

である。そして最適解の必要条件は次の通りである。

dV ，，'n 
~y=(1-t)P-C'(Y)-R(1-t)2a2(Y -X) =0 (33) 
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8V'，. .."， 
5支出(1ーの[-P十PoJ+R(lーの2(/2(Y_X) = 0 (34) 

。
る得を式

一
M

P

3

一

J

Z

1

i

 

件

可

託
子
〉

適

官

議

C

の

(35) 

この式は，科j関税と笠額税のケースとj司様に，先物市壌が存宅記する場合に総

産出重量の決定がスポット縮絡および企業家の匙険回避態度から独立でわるこ

とを示してし、る。しかし，科j関税，定額税の場合とは異なり， Yは税率 tか

ら独立ではなく，詑価税の導入・増加は最護憲章遠出設を減少させることを

(35) している。

スポット市場への綾適供給配分苦どまっれわれは (34)式または (33)式と (35)

式とから得る。

(P -Po)IR(1-t)(/2 

これを fに関して鋸徴分して整理すると次のようになる。

一(P…Po)Ro-2[1-Yh + rsJ 
一一一t安江ヨ)(/2]戸一

占-h.ur. r aRj R¥ 
いこでねは R の期待?'GJ::弾万悦{一一一，1if)を示す。 H は期¥ aHγHJ 

(36) 

(37) 

売上

(1…t)[P(Y-X)十poXJである。 れは利欝の標準髄差に関する Rの懇カ性

(器/3) この (37)式はその形式において (26)式と全く

るので，同様の解説が成立する。ただ一つ主注意すべきことは，利j湾税の場合

と異なり挺価税は霊長出最 Y に影響を与えるので，oXjot=…o(Y -X)!otと

はならないということで、ある。したがって，先物市場への供穀震をに従鎚税が

いかに影響を与えるかについての分析は次のように展絡されるO

ax aY 
flt -ot 

…一(P-PQ){l十e[L-YhナYsJ}
一 一寸戸Ra2t一一

rac' /c'¥ 
ここで宰は限界費用の報力性~~?/叫である。

この式の内容を分類すると次のようになる。

(38) 
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(イ) Rが確率分布に関して減少的であるケース

aX 
一三塁0∞1一九十九三重一-ot -==-..... "'-v ..... • n I .，}:::=- e 

(ロ) Rが確率分布に関して不変的であるケース

ax 
-ーくOat 

(ハ) Rが確率分布に関して増加的であるケース

す言。∞l+r';-r;豆-7

101 (101) 

ここで ri.=一九そしてパ=-rsである。 rh=rsのとき，確率分布に関する

Rの性質に関係なく ，ax/atく Oが成立する。 Rが確率分布に関して減少的

であり，その期待売上弾力性が 1よりも小さければ，従価税の導入・増加は

先物市場への供給量を減少させる。そして，Rが確率分布に関して減少的で

あり，ー1/εく 1一九十九<0であるならば， 従価税の導入・増加は総産出量

Y，先物市場への供給量 X， スポット市場への供給量 Y-Xのすべてを減

少させることを以上の分析からわれわれは知るo

d. 従量税

先物市場が存在する場合に，従量税が課せられた企業の利潤，その期待値

と分散値，そして目的関数は以下の通りである。

π=P(Y-X)+PoX-C(Y)-tY 

E(π) =P(Y -X) + PoX -C(Y) -tY 

S2(π)=a2(Y-X)2 

V=P(Y-X)十Pox-C(Y)-tY-iv(Y-X)2

そして最適解の必要条件は次のように示される。

av Ti 
~ý=P-C/(Y) ー t-Ra2(Y-X)=0

av Ti 
一 =-P+Po+Ra2(Y -X) =0， ax 

上記の条件式から次式を得る

(39) 

(40) 

(41) 
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C'(Y) =Po-t (42) 

今までと同様に，スポット価格および企業家の危険回避態度から独立に総産

出量は決定される。しかし Y は税率 tから独立ではなく，従量税の導入・

増加は最適総産出量を減少させる。

スポット市場への最適供給量は

Y -X=(P-Po)jR(}2 (43) 

で示される。これを従量税率 tで偏微分して整理すると次のようになる。

ORTT 0 

型Y三XL(F-I!直竺
θt (R(}2) 2 

(44) 

危険回避度が確率分布に関して減少的な企業にとって，従量税の導入・増加

はスポット市場への供給を減少させる。 Rが不変的な企業にとって，従量税

はスポット市場への供給に何らの影響も与えない。 Rが確率分布に関して増

加的な企業にとって，tの導入・増加はスポット供給量の増加をひきおこす。

最後に，従量税が先物市場への供給配分に与える効果について調べてみよ

う。

ax_aY _~Y-~) 
at -ot ot 

Y
X月
一

vf
一釘

ベ
U

一+
 

1
一仔一p

u
(45) 

確率分布に関して増加的あるいは不変的な危険回避度をもっ企業は，従量税

の導入・増加によってその最適先物供給量を減少させる。企業が減少的な危

険回避度をもっ場合， (45)式の第 2項の絶対値が ljC吋Y)より大きければ，

従量税の導入・増加は先物市場への供給量を増大せしめる。

ミ+)本稿は昭和55年9月 18日に開催された本学部研究会に提出したレポートを訂正・

加筆したものである。

1)代表的論文として， Sandomo[9J， Leland[6J，そして Batraand Ullah[2J があ

る。展望論文としては拙稿 [10Jがある。

2)注4を参照せよ。なお，期待効用仮説に基づいたこれまでの企業行動の分析結果が

すべてリスク・プレミアム・アプローチで導出できるという事実に関しては拙稿
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[10]を参照のこと。

3) もちろん，企業家が危険愛好的であるならば.Rは負となる。

4) Pratt[8]によるリスク・プレミアムの近似式 (1)は，期待効用アプローチから

u(E(π)-m)=Eu(π) 

を満足するリスク・プレミアム m として導かれたものである。したがって.u'>O 

を仮定すれば，

E(π)-m=u-1[Eu(π)] 

となり .u'>Oのとき (u-1
)'> 0ゆえに.E(π)-mを最大化することは Eu(π)を

最大化することに同値となる。つまり， りスク・プレミアム・アプローチの結果は

期待効用仮説のそれに一致する。

5)拙稿 [10]におけるこの点に関する説明は不正確であり，本稿のように修正される

べきである。 なお， 危険回避度は一般的に， 当該生産活動以外から得られる所得

や資産保有量の大きさにも依存するであろう。この点を考慮するならば.R=R(E. 

S. W)となり .aRjdW <0のとき.Rは富 W に関して減少的であるとし、う。

6)期待利潤が上昇するケース，標準偏差が減少するケース，そして両者が向時に成立

するケースを「確率分布が企業家にとって望ましくなるケースJとして表現するこ

と自体，すでに価値判断が挿入されており，これは不適切な記述といえるかもしれ

ない。

7) R の変化は Pの変化に依拠していることを留意しておれば，危険回避度 R が確

率分布に関して減少的であるというのを次のように表記しうるであろう。

aR / ~ aR aE<O and ぉ>0

なお，同様のことは以下の増加的ケース，不変的ケースにも妥当するであろう。

8)符号の組合せに関して形式的に分類すれば次のようになる。

(イ)(ロ)(ハ)(ニ)(ホ)(へ)(ト)(チ)(リ〕

aR 
;=-，; I +十十-aE 000  

十
日
一
日

0 十一 O 十一 O

Rが確率分布に関して減少的ケース.......……・…・…...・H ・....………….....…(ニ〉

Rが確率分布に関して減少的ケース(広義) ...…・・….............・...…・(へ). (ト〉

Rが確率分布に関して増加的ケース…一…...・ H ・.....・H ・..…………・・........・・・(ロ〉

Rが確率分布に関して増加的ケース(広義) ......…・・・…-…・・・・…-・〔ハ). (チ〕

Rが確率分布に関して不変的ケース…・・………・-…...・ H ・・・・・・・…-………・(リ〉

なお. (イ)と(ホ) の組合せに関しては， 期待値と標準準偏差とによる価値基準

に照らしあわせるとき，一層の条件を課さなければ何もいえない。
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9)危険愛好的企業に対しでも問様の分類がl可能である。

10)こここでの中立的余ヲ震の定義はか 89のそれに依拠しており ，R出 O宅ピ殺予告する。こ

れないかなる寄生家分布の裂に対しでも危険に対してゆ立主力で、あるという具合に広義

に解釈すれば，すなわち，客室主存分布に慨して不変約泳中立企業と解するならば，そ

れへの定額税数泉はも宇己ろん様象的.1'::設整理論のそれに…童文ずる。

11)危険愛妻子的余業に対しても符様の分類が可能であるむ

12)殺の 10営委主j照せよ Q

13)不石震災然Tの余差是理言語に先綾子行場を毒事人したそうr;レl:t， Calton[3] およひ、 Feder，

Just and Schmitz[ 4]によって渓撚された。ここでは，このモデノしが持つ…絞的性

質についてはE言及しないが，これについても期待効用仮説に葱づく分析結果はすべ

てリ久タ・ヅレミアム仮説から選手出窓れる。

14) IE織には，二次条件は (22)式と (23)王立のほかに次式を必要ーとする。

aeva'v γ 0'γ 吟i2
G 一一一一.ト一一一一)………一)………)……)…)

8γ~ aX← L凶iiYaXど1

しかしこの G のf邸主 (1-t)2C"(γ)R(1，-t)q2 となち， 危険rcil滋的企業に去すしては

G>Oが成立する。

15) a.;r_ôl' _ot!:三~)
at iJt ot 

= 竺X)
C" . iJt 

C' (.P-Po)Rq2[1~rh+rs] 
(l-t)C" [R(1-t)o'2]' 

Y-X (.P-Po)[l一旬、トタs]
=一(l --，- t)γ R(i ~t)2(!2--'

一二i樫1二D!'.'CY-x2土壁土ぞ祉な二九十万]
一 (1…tアεR〆

参考文献

[1] Arrow， K. J.. Aspects of the Theory ofRisk Bearing，Helsihki: Yrjo 

Jahnssonin s註語to，1965. 

[2] Batra， R. N. and A. UlIah， "Competitive Firril.and the TheOiyof Input 

Demand under Price Uncertainty，" "-0郡グnalofPoliticaIEconomy;(MaY/June 

1974). 

[3] Carlton， D. W.，' “Contracts，Pi:iとeRigidity，and Market Equilibrium，" 



不確実投下における競争企業への採税効柴 内問

Iournal 01 Politiω1 Eco持omy，(October 1979) 

[4] Feder， G.， R. E. Just， ancl A. Schmi託tz丸2

105 (105) 

of th総官 Fi士なi訂rmUncてderPrice υ1注lcertair抗lty，"Quarterly Iour持al01 Eco持omics，

(March 1980). 

[5] 許 笈順「課税と危険室主怒?と関する/ートJW黍引U J態論経済学~ vol. XXIX 

(August 1978). 

[6] Leland， H. E.，“Theory of the Firm Facing Uncertain Demancl，" A湘 erica搾

Economic Review， (June 1972). 

[7J Pe設ロe主， R. G.， "Uncertainty and The Short-Run Shifting of the Corporation 

Tax，" Oxlord Eco持omi訂 Paper(March 1967). 

[8] Pratt， J. W什“RiskAversIon in the Small and in the Large，" Eco仰持'letrica

(January!April 19患の.
[9] S註註dmo，A.， “On the Theory of the Competitive Firm uncl紅 Pric母

Uncertainty，" A摺 ericanEc問。micRevie説) (March 1971). 

[10J 内総和男「生産の主主総と不器産突後j 佐藤和炎・柴凶義人 〈編H務代経済全詳の毅

論J1済評論倉 1979.




